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しては、2016 年 3 月 1 日に施行された若年雇用促進法によって、新卒者の募集を
行う企業は、企業規模を問わず、（ⅰ）幅広い情報提供を努力義務化、(ⅱ)応募者
等から求めがあった場合は、(ア)募集・採用に関する状況、(イ)職業能力の開発・
向上 に関 す る状 況、(ウ)企 業に おけ る雇 用 管理 に関 す る状 況と い う３ 類型 ご とに
１つ以上の情報提供が義務となった。そして（ア）募集・採用に関する状況の 項
目の 1 つとして「3 年間の新卒採用者数・離職者数」も取り上げられた。この よ
うに、若年就業者の早期離職は離職者及び組織の双方にデメリットが大きい。 
しかしながら、中学卒で７割、高校卒で５割、大学卒で３割にのぼる新規学 卒




































第 2 章は、離職研究におけるリアリティ・ショックについてレビューする。 離

























たうえで、私生活の満足や所属組織の WLB 施策のあり方によってリアリティ ・
ショックが離職意思に与える影響を緩和する可能性を検討している。 
第 6 章では、第 5 章までの議論を踏まえて、リアリティ・ショックが離職意思
に与える影響に対して、生活満足や所属組織の WLB 施策のあり方が調整効果 を






第 7 章では、第 8 章で提示した分析枠組み、仮説を用いて実証研究を行う。本
研究では、定量的方法を用いて研究課題にアプローチしている。分析には、企 業






とした重回帰分析を実施し、生活満足や会社の WLB 施策に対する評価とリア リ










第 1 章 リアリティ・ショック研究の概略 
 
 
















































































































1 全 期 間 に お い て 7%未 満 の 次 の 8 項 目 は 除 外 し た 。「 責 任 の あ る 仕 事 を 任 さ れ た か っ た 」「 介 護 、 看 護
の た め 」「 独 立 し て 事 業 を 始 め る た め 」「 家 業 を つ ぐ 又 は 手 伝 う た め 」「 1 つ の 会 社 に ⻑ く 勤 務 す る 気 が























































能性も考慮して、2019 年発表のデータを確認したものが、図表 1−5 と図表 1−6
である。 




それぞれの離職者全体の回答率が１割以上の 10 項目 を取り出し、回答率が高い


























































































































































































カラーを用い、2020 年 11 月 22 日時点に日本語文献でタイトルにリアリティ・
ショックを含むものに限定し検索すると 210 件が該当した 2。その 中から出 典 等
が確認できない 2 件を除き 208 件を対象とし分類したのが、図表 1−7、図表 1−
8 である 3。結果は、看護師や看護教育、臨床等を含む「看護師・医療現場」は 108
件、「助産師」は 4 件、「⻭科衛生士」は 1 件、「薬剤師」は 3 件、「理学療法士」
は 2 件、「介護」は 5 件、「心理職」は 4 件、「社会福祉」は 1 件、「保育」は 15
 
2 国 立 情 報 学 研 究 所 の 文 献 デ ー タ ベ ー ス CiNii（ NII 学 術 情 報 ナ ビ ゲ ー タ ） に お い て タ イ ト ル に 「 リ ア
リ テ ィ ・ シ ョ ッ ク 」 を 含 む 日 本 の 論 文 を 検 索 す る と 209 件 だ っ た 。「 リ ア リ テ ィ シ ョ ッ ク 」 で 検 索 し て
も ヒ ッ ト 数 は 同 じ だ っ た 。  































保育 15 教育分野 59 
教師 20 
学業 24 
経営 15 経営分野 15 
その他 6 その他 6 
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& Steers, 1973）」 
Weitz（1956） 










































第 2 章 離職研究におけるリアリティ・ショック 
 
 





 離職研究においては、期待適合仮説と RJP の研究が進展した。離職研究におい
て 、 期 待 と 現 実 が ど の よ う な 関 係 か と い う こ と を 示 す 「 期 待 適 合 仮 説 （ Met-




























と い う 概 念 や 、 こ れ ら の 概 念 を 含 ん だ 「 期 待 適 合 仮 説 （ Met-expectation 




















群との 5 月から 10 月に及ぶ 6 ヶ月間の毎月の雇用者と 10 月時点の離職者を調 査
















プとを比較分析した。調査は、過去 2 年間で 4 年以下の在職期間の離職者 495 名




雇用者 離職者数 雇用者 離職者数
％ ％
雇用月 離職率 離職率
5月 41 13 32 45 21 47
6月 32 11 34 39 19 49
7月 28 7 25 32 10 31
8月 50 9 18 37 8 22
9月 44 2 5 42 4 10




































図表 2－2「入社前に発生する 15 の仕事の特徴に関して、在留者と離職者が抱く期待値」 
 





















出所：Dunnette et al.（1973）から抜粋 
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Porter & Steers（1973）は、離職や欠勤という組織の離脱行動に関する過去 12
年間の 60 あまりの先行研究をレビューし、離職率に対する期待値の充足とい う
概念の重要性を示した。離脱行動に関与する可能性のある様々な「内的要因」（個
































なく悪い面も含めてリアリズムに徹した情報を応募者に提供するという RJP を 提




由として次の 2 点を挙げている。1 点目は、入社前に十分な情報を持つことで 、
組織との適合性を応募者が判断した上で、入社を自己決定する「スクリーニン グ
効果」である。2 点目は、予防接種のように、組織や仕事に対する過剰な期待 が
事 前 に 緩 和 さ れ る こ と で 、 入 社 後 の 幻 滅 感 が 緩 和 さ れ る と い う 「 ワ ク チ ン 効 果








した。その際、期待は、仕事に関連した 11 項目（うち 6 項目は Hackman & Lawler
（1971）から引用）や、職務満足を測定する Minnesota Satisfaction Questionnaire
（MSQ）の簡略版（Weiss, Dawis, England & Lofquist, 1967）で、「満足」を「期
待」に置き換えた 20 項目から測定している。結果、電話オペレーターと MBA 生
では、態度が低下し始めるのは、組織参入後 3 ヵ月と 9 カ月と時期が異なってお
り、期待値を下げるためには、電話オペレーターと比較して MBA 生のほうが 時
33 
 




ン ト リ ー マ ネ ジ メ ン ト の 視 点 か ら RJP と い う 概 念 を 提 唱 し た こ と に 端 を 発 し 、
1970 年代から 80 年代にかけてさらに期待適合や RJP の研究が進んだ。それらは
例えば、次に述べるような期待と現実が異なっていることと離職との関係を示 唆
するような実証研究や、RJP の導入の効果を示す研究であった。 





























企業内でのより大きな開放性と誠実さの知覚の創出という RJP の効果に関する 仮
説を挙げた。仮説（1）は、RJP によって初期期待値が下がることで、仕事の満足
度が満たされる可能性が高まり、満足度は自発的離職と負の相関があることか ら
(Mobley, Griffeth, Hand & Meglino, 1979; Porter & Steers, 1973)、RJP はより高
い仕事の満足度を生み出し、自発的な離職率を低下させる「期待適合仮説（Porter 










ずかに有意であった。結果的に、プロセスの 4 つの必要条件のうち、3 つの条件
が観測されたが、RJP の離職率への影響はわずかに有意という結果にとどまった。 
Dean, Ferris ＆ Konstans（1988）は、「組織に所属する前に形成された個人の
仕事への期待と組織のメンバーになった後の仕事に対する知覚の相違」を「職 業
的リアリティ・ショック」と定義した。そして、メーカーとアカウンティング フ







































すること、の 7 点の重要性を述べている。 
 




     
 
   
       
 
  
          
     
 
   
 
 
   
 
      
     
 
    
    
 
     
     
 
     
          




   
     
 
    











ビューし、17241 名の 31 件の研究が紹介されメタ分析が行われた。結果は、仕事
の満足度と組織のコミットメントに対する平均相関関係が.39、離職意向に対す る
平 均 相 関 関 係 が .29、 仕 事 の 生 存 率 に 対 す る 平 均 相 関 関 係 が .19、 仕 事 の パ フ ォー
マンスに対する平均相関関係が.11 であった。さらに Phillips (1998) による 40




は日本企業の RJP 指向性を取り上げ、次の 7 項目から測定している。（1）多少 い
やなことでも、この会社の実際を知ってもらうために、面接の初期の段階から 明
言するようにしている、（2）採用担当者にもっぱらいい会社のイメージをさわ や
かに訴えさ せるように している(逆転スコア )。（3）会 社案内には 書けない、 わ が
社の挑戦課題や弱みも、面接時には極力伝えるようにしている。（4）採用活動 に
関しては、 イメージよ りもリアリ ズム(現実 主義)を優 先している 。（5）この 会 社
での仕事の喜びとあわせて、仕事のつらさもきちんと伝えるようにしている。（6）
この会社の⻑所ばかりでなく、短所もわかったうえで来てもらえる人材を望む 。

















で RJP の効果が高まるということも述べられた。 
根本（2002）は、就職後 2 年から 5 年働いている大卒若年者 211 名と 658 社
の上場企業へのアンケート調査から、企業の応募者に対する現実的仕事情報提 示
の協調度（企業の RJP 指向性）と、具体的にどのような情報提示を重視している
















現実的会社状況ギャップである。第 2 は、職場の人間関係、仕事の内容、職場 環
境等からなる職務・職場状況ギャップである。第 3 は、労働時間と仕事と生活 の
両立からなる労働ギャップである。第 4 は、昇進可能性と自分の専門知識・資 格






















































ま た 、 期 待 適 合 仮 説 や RJP は 多 数 の 実 証 研 究 が 積 み 重 ね ら れ て き た 一 方 で 、










McEvoy & Cascio（1985）は、離職率を低減させるための戦略として、RJP と
ジョブエンリッチメントの相対的な有効性を分析した。離職率削減の試みを扱 っ





































影響を与えると結論付けたメタ分析である Wanous et al.（1992）について、その
手法 に 問題 があ る ので はな い かと 指摘 し た。 そし て 、Edwards（1991）の 推奨 す
る階層的重回帰分析を用いて、3 変数関係（期待と経験が仕事の満足度、組織 の
満足度、入社 1 年目の離職意向）を 3 次元曲面表示する反応面法による分析を行
った。 
期待と現実の差については、Manhardt（1972）によって開発された仕事に関連

























図表 2－6「期待や経験と職務態度との関係に関する 4 つのモデル」 
 






出所：Irving ＆ Meyer（1994,p.946）から抜粋 
 
Irving ＆ Montes（2009）は、RJP のような期待値測定に関する既存の理論と
研究の解釈は、曖昧な概念化と、差スコアと直接的な遡及測定によって課せら れ















































に お い て 示 さ れ た 。 こ の よ う な ポ ジ テ ィ ブ な 職 場 経 験 の 重 要 性 に つ い て は 、 RJP























をもらえることが前提になっていた。つまり RJP は、人気が高い組織や応募者 に
効果的な手法であった。図表 2−9 は、日本における従業員人数別の離職状況 であ
るが、平成 31 年の離職率では、5 人未満が 30.9％、5~29 人が 22.1％、30〜99 人
が 16.2％、100〜499 人が 11.9%、500〜999 人が 9.9％、1000 人以上が 7.9％と
大企業よりも中小企業のほうがより離職率が高い。そして、募集者数に対する 応







就職後 3 年以内の離職率の推移 4」 
 
 
4 平 成 30 年 3 月 卒 に つ い て は 就 職 後 2 年 以 内 、 平 成 31 年 3 月 卒 に つ い て は 就 職 後 1 年 以 内 の 離 職 率













ショックの絶対値が問題視された（Irving & Meyer, 1994；Irving & Montes, 2009）。
さらには、離職率を下げるためには、期待の充足よりも、肯定的な仕事経験の 重
要性も指摘された（Miceli, 1987；Irving & Meyer, 1994）。期待の下方修正という





























果｣、（2）自ら RJP によって組織とのマッチングを判断したうえで入社を決 断す
る と い う 自 己 選 択 に よ る ｢ス ク リ ー ニ ン グ 効 果 ｣、（ 3） 組 織 の 誠 実 さ を 感 じ さ せ 、
組織に対する愛着や帰属意識を高める｢コミットメント効果｣、（4）入社後の役割
期待を明確化する｢役割明確化効果｣により、新たな組織への対応をより効率化さ









る多変量解析の必要性も指摘された（Mobley et al., 1979）。 
 また、期待適合仮説や、RJP には限界もあり、批判もなされた。RJP の主な提














響について疑問が呈せられ、期待の水準が問題視された（Irving & Meyer, 1994）。
離職率を下げるためには、期待を充足させることよりも、肯定的な仕事の経験 を





















第 3 章 組織社会化研究におけるリアリティ・ショック 
 
 
第 1 節 はじめに 
 
リアリティ・ショックは、組織社会化研究において組織参入直後から発生す る
「 組 織 に 適 応 す る た め の 課 題 」 と し て 論 じ ら れ て き た 概 念 で あ る 。 組 織 社 会 化
（Organizational socialization)とは、社会化の下位概念であり、「組織内の役割を
引き受けるのに必要な社会的知識や技術を個人が獲得していく過程（Van Maanen 




である。1970 年代に Van Maanen や Schein によって組織社会化研究が領域とし
て確立して以降、それからおよそ 50 年にわたり様々な知見がまとめられている
（Van Maanen & Schein, 1979; Feldman, 1976 ; Jones, 1986 ; Schein, 1978 ; Saks 








第 2 節 段階モデル 
 
初 期 の 組 織 社 会 化 研 究 で は 、 段 階 モ デ ル の 研 究 が 進 ん だ 。（ Buchanan, 1974 ; 
54 
 
Porter et al., 1975 ; Feldman, 1976；Schein, 1978；Katz, 1980 ; Wanous, 1980）。
段階モデルとは「新人が外部者から内部者に移行する際に起こる変化の連続や 時
期を説明す るモデル 」（Bauer, Morrison ＆ Callister, 1998)で ある。組織 参入者
が、組織のなかで一人前になるまでのステップには一定の順序があるという観 点
から、組織社会化のプロセスが段階で示された。以下レビューする。また、RJP に






の初期訓練・通過儀礼の時期、2 年目から 4 年目の調整の時期、5 年目以降の社




















Feldman（1976）は、 組織社会化 の段階モデ ルを「予期 的社会化→ 適応→役 割





















Schein（1978）は、1961 年から 1963 年卒業の MIT スローン・スクール同窓生





















































































る(Gamst ＆ Norbeck, 1976)。このプロセスを通じ新人は組織の経験を解釈する





























































組織社会化研究のレビュー論文である Ashforth, Sluss & Harrison（2006）にお
いても、初期の社会化研究の源流の 1 つとして「ライフコースの社会化」が挙げ
られている。Schein（1978）においても、「生物社会学的ライフサイクルの段階と
課題」として、「⻘年期から 30 代初期」「20 代後期から 30 代中期（転機）」「30













くして 指導 者役に つく 者もい よう が、指 導者 役は依 然、 キャリ ア“後期”と 考 え ら
れるだろう）（役割・全般管理者、幹部、上級パートナー、社内企業家、上級スタ
フ）」「衰えおよび離脱（40 歳から引退まで；衰えの始まる年齢は人により異なる）」
















と し て “人 間 組 織 の 現 実 を 受 け 入 れ る ”“変 化 の 抵 抗 に 対 処 ”“働 き 方 を 学 ぶ ”“上 司










研究 予 期 的
社会化 




























・ 組 織 へ の 同 一
感 
・職務関与 




















・ 一 般 的 職 務 満
足 
・相互影響 









































































（ 組 織 の 受 容 を
象徴する出来事） 
・ 肯 定 的 な 業 績
評価 
・給料の増額 
・ 新 し い 職 務 の
割り当て 





（ 従 業 員 は 組 織
を ど の よ う に 受
け入れるか） 
・ 組 織 に 留 ま る
決定 
・ 高 度 の モ チ ベ




や な 仕 事 を 一 時


























































・ タ ス ク 行 動 の
習慣化 
・ 自 己 タ ス ク の
手 続 き や 諸 資 源
の 神 秘 化 や 儀 式
化 
・自治の保護 
・ 脆 弱 さ の 最 小
化 
































出所：Ashforth, Sluss & Harrison（2007,p.10）小川（2006,p.33）をもとに、著者加筆 
 
 











シ ョ ッ ク と い う 心 理 状 態 に 陥 っ た 段 階 で の 課 題 と し て “人 間 組 織 の 現 実 を 受 け 入
れ る ”“変 化 の 抵 抗 に 対 処 す る ”“働 き 方 を 学 ぶ ”“上 司 に 対 処 し 報 酬 シ ス テ ム の 仕 組
みを解明する”“組織における自分の位置を定め、アイデンティティを開発する”こ

















5 離 職 意 思 と の 関 係 を 考 察 し て き た 期 待 適 合 仮 説 や RJP な ど の 離 職 研 究 と は 異 な り 、 組 織 社
会 化 研 究 の 段 階 モ デ ル で は 、 ど の よ う に 組 織 の 一 員 と な っ て い く の か と い う 観 点 か ら 、 組 織
コ ミ ッ ト メ ン ト 等 と の 関 係 が 考 察 さ れ た 。 組 織 の 一 員 に な れ な い と い う こ と は 離 職 す る の で
あ り 、 離 職 研 究 と 組 織 社 会 化 研 究 は 表 裏 一 体 の 関 係 の 分 野 で あ る 。  
65 
 































 第 2 の批判は、時間的に社会化の進展を捉えている点である。段階モデルは、
組織参入後の時間経過によって、社会化が進展していくという前提にたっている。




















Chao, O’Leary-kelly, Wolf, Klein & Gardner（1994）は、社会化理論の基本的な
 
6 日 本 で は 、 若 年 就 業 者 の 多 く は 、 入 社 後 に 職 場 や 職 務 に 適 応 す る た め の 研 修 を 受 け 、 配 属
先 の 通 常 業 務 に 従 事 す る の は 数 週 間 か ら 数 か 月 、 時 に は 1 年 ほ ど 先 に な る 場 合 も あ り 、 組 織
に よ っ て 期 間 は 様 々 で あ る 。 配 属 先 で の 業 務 の 開 始 時 期 が 異 な る こ と に な る の だ が 、 そ の よ
































































































































































































































































































































とを目的として、入社 1 年半後の 26 名に対するインタビュー調査から回顧的言
述を分析している。リアリティ・ショックと同義である入社後最初の幻滅体験 と
して不本意な配属を仮定している。結果は、その時点では幻滅体験とはなりえ て
も、入社 1 年半後の適応状態には影響を及ぼさなかった。希望どおりの配属か 否






尾 形 （ 2004） は 、 離 職 者 と 在 職 者 の 遭 遇 し た リ ア リ テ ィ ・ シ ョ ッ ク の 内 容 を 、























な情報探索行動の重要性や将来への展望を持つことの意義（Major et al., 1995； 


































































（Morrison, 1993；Bauer, Bodner, Erdogan, Truxillo & Tucker, 2007）」や「役割
から役割への移行における個人の経験が、その組織の他者によって構造化・組 織











































































































に行う傾向があることが明らかになっており、（Wanberg ＆ Kammeyer - Mueller, 







少ないリアリティ・ショックと傾向性を扱った論文の 1 つである Saks et al.（2000）







































陥 っ た 段 階 で の 課 題 と し て “人 間 組 織 の 現 実 を 受 け 入 れ る ”“変 化 の 抵 抗 に 対 処 ”



















的な情報探索行動の重要性や将来への展望を持つことの意義（Major et al., 1995； 
























ィブ行動（Morrison, 1993；Bauer et al., 2007）」や「役割から役割への移行にお
け る 個 人 の 経 験 が 、 そ の 組 織 の 他 者 に よ っ て 構 造 化 ・ 組 織 化 さ れ る 方 法 （ Van 










る こ と が 明 ら か に な っ て お り 、（ Wanberg ＆  Kammeyer-Mueller, 2000 ； 











第 4 章 看護分野の研究におけるリアリティ・ショック 
 
 




















































7 Fisher（ 1985） は リ ア リ テ ィ ・ シ ョ ッ ク を 期 待 不 適 合 で 捉 え て お り 、 組 織 社 会 化 の 研 究 と
も い え る が 、 看 護 師 を 対 象 と し た 研 究 で あ る こ と か ら 看 護 分 野 の 研 究 と 位 置 付 け た 。 尾 形




ト の 効 果 と し て は 、（ 1） ソ ー シ ャ ル サ ポ ー ト を 受 け た 個 人 は 落 ち 込 み が 少 な く 、
より健康的になるという結果に対して直接的な影響を与える、（2）ストレスの 認
知に関して影響与え、すなわち環境ストレッサーは知覚されないか、道具的な 支












































































































の 4 つが示された。 
岡本（2015）は、新人看護師のリアリティ・ショックを、認知的不整合により
生じるギャップと捉え、就職前と就職後 12 ヶ月に渡る縦断調査により、バーンア








示し（β=.45, p<.01）、実習時の情緒的消耗感（β=.35, p <.05）と個人的達成感







































































他の人からのサポートが一貫していない」の 22 項目である。 









































































































（Quality of Working Life ; QWL）        労働以外の生活の質 
職務満足                       家庭満足 
ワーク・ライフ・バランス 等             余暇満足 等 
生活の質（Quality of Life ; QOL） 
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第 2 節 生活の質 
 








社会学の分野において QOL の測定を試みた初期の研究として Thorndike（1939）
がある。Thorndike は、識字率、乳幼児死亡率等の客観的に環境を測定する指標
を用い、アメリカの 310 都市から良い都市を選定した。その後も、様々な社 会指












人 々 が 暮 ら す 社 会 経 済 的 状 況 や 物 理 的 環 境 等 の マ ク ロ レ ベ ル に 焦 点 を 当 て た






















































調査時期；1953 年以降 5 年ごとに実
施。 
NHK 放送文化研究所 












































調査方法； 15 歳以上 75 歳未満の




調査時期；1978 年～2009 年まで 3 年
ごとに実施。2009 年度以降は幸福度
調査に移行。 








目 的 ； シ カ ゴ 大 学 の National 

















主観的 Well-being（Subjective Well-Being；以下 SWB と記す）の研究の蓄積が進
んでいる（Diener, 1984）。なお、SWB の認知的側面を測定するために、人生に対
する満足度尺度（Satisfaction With Life Scale；以下 SWLS と記す）が作成されて
おり（Diener, Emmons, Larsen & Griffin, 1985）、日本語にも翻訳されている（角
野, 1995）。また、SWB 研究がさかんに行われているのは老年学の分野である。日
本では、1970 年代後半以降、老年学における SWB 研究が特に盛んになり、生活
満足度インデックス（Life satisfaction Index；LSI）（Neugarten, Harvighurst ＆  

























因子の 6 つを生活満足度の下位尺度として抽出している。 
その他にも QOL は、医学領域で多数の研究が蓄積されている。医学領域にお
ける QOL 研究では、その起源を 1800 年代後半の Nightingale による系統的かつ
定量的な病院医療の質の評価の試みまでさかのぼるもの（池上・福原・下妻・ 池
⽥, 2001）や、1947 年のイギリスのホスピス活動に求めるもの（⽥崎・中根, 2007）




と指摘している。なお、国際機関の動きでは、WHO が 1986 年に Quality of Life 
in Cancer Patients and Treatment 会議を主催し、がん患者の QOL の重要性を確
認している。WHO 憲章は、健康を「健康とは単に病気や虚弱でないというだけ
で な く 、 身 体 的 、 精 神 的 、 社 会 的 に 良 好 な 状 態 （ well-being）」 と 定 義 し て い る 。
また、WHO は QOL を「個人が生活する文化や価値観の中で、目標や期待、基準
および関心に関わる自分自身の人生の状況についての認識」と定義し、心理的 領
域や社会的関係領域のみならず、身体的領域や環境領域を加えた 4 領域の 24 項



















古谷野（2004）はさらに細かく QOL を分類し、様々な QOL の定義は、(1)個
人の状態、(2) 環境条件、(3)個人の主観的評価のうちの 1 つまたはいくつかを含
































第 3 節 労働生活の質 
 
様々な生活領域の中で、特に労働分野において QOL に言及した概念として、












8 奥 林 （ 1981） は 、 労 働 生 活 の 質 と 労 働 の 人 間 化 （ Humanization of Work） を 同 義 に 捉 え て い る 。 本




らには OECD も産業の内部環境の問題として作業組織の改善に注目し、QWL の
目標は作業能率の向上と労働者の職務満足を同時に達成することであると示し た
（奥林, 2011）。 
米国における QWL 研究について述べた小野（1986）では、QWL の構成要素・
測定指標に関して図表 5−3 のとおり示している。様々な要素が挙げられている
が、仕事以外の生活の仕事の生活への影響という項目について述べられた研究 も
ある（Walton, 1975；Morton, 1977；Bowditch & Buono, 1982；Levine, Taylar &  
Davis, 1984）。 
 






























       ○ 
仕事の多様性      ○  ○ 




○     ○  ○ 




○    ○  ○ ○ 
仕事が社会へ貢献
する程度 




○  ○    ○  
労働の制度的側面 ○  ○      
職場における法的
平等（自由） 
○      ○  





自律性 ○   ○  ○   
参加・意思決定      ○   
物理的条件を含む
作業条件 
○  ○  ○  ○  
職場内での社会的
統合 
○  ○ ○  ○ ○  
成長・学習の機会 ○ ○ ○   ○ ○  
仕事の有意味性 ○     ○   
能力の使用（知識・
技能） 








責任     
出所：小野（1986,p.76）から抜粋 
 
日本においては、1970 年代半ばから 1980 年代後半にかけて QWL の議論が活
発化している（武澤, 1975；奥林, 1981；嶺, 1991）。 















森⽥（1993）は、QWL を 1970 年代初期から 1980 年代初期までの「前期」と、
それ以降の「後期」に二分している。前期では、ブルーカラーの男子基幹労働 者
の職場生活において、仕事そのものを変革することに焦点が当てられており、 自
律的作業集団の追求を主に目指したミクロ的な QWL だったと位置付けている 。
そして、後期では、自律性を前期におけるそれよりも広く捉え、ホワイトカラ ー
や高齢者、女子労働者等も対象に含め、職場を離れた生活をも考慮に入れたマ ク
ロ的な QWL と位置付けている。このように、作業様式、作業内容、監督様式 な
ど具体的な働き方それ自体の改善という狭義のものから、様々な労働者を対象 と
した職場を離れた生活をも考慮に入れたものまで QWL は包含していた。 
稲上・佐藤（1986）は QWL の重要な変数の 1 つとして、私生活と労働生活の
バランスの重要性を指摘した。このように、特に 1980 年代後半以降は、職場を離









来たが、このことが狭義の QWL さえ促進すれば生活の質的向上は図られると 考
える基盤になっていることは否めないが、個人は、これ以上仕事に関与するこ と























ら 重 要 な も の と し て 行 わ れ て き た （ 小 野 , 1993）。 そ し て 、 前 節 で 述 べ た よ う に




























































図表 5－4「労働／非労働関係の 2 次元モデル」 
 














④仕事の量、⑤所定外労働時間という 5 点から捉えている。 















































































家庭役割からの圧力が矛盾するときに生じる葛藤である（Greenhous ＆ Beutell, 




葛藤」という 3 形態をもとに、図表 5−6 のように、仕事から家庭への方向性と、
家庭から仕事への方向性との 2 方向と、規定要因の３形態を合計 6 種類に区分し
ている。 
図表 5－6「WFC の規定要因と影響の方向による WFC の種類」 
 時間 ストレイン 行動 
仕事→
家庭 
仕 事 役 割 で の 時 間 的
な圧力によって、家庭












家 庭 役 割 で の 時 間 的
な圧力によって、仕事






















































































仕 事 と 仕 事 以 外 の 生 活 の 関 連 性 を 理 解 す る う え で 、「 意 味 の 容 器 （ Container of 



























































































































































9 全 期 間 を 通 じ て 32%未 満 で あ る 次 の 2 項 目 「 い ず れ 会 社 が 倒 産 し た り 破 綻 し た り す る の で は な い か
と 不 安 だ 」「 職 場 の 同 僚 、 上 司 、 部 下 な ど と は 勤 務 時 間 以 外 は つ き あ い た く な い 」 は 、 図 表 か ら 削 除 し
















































10 全 期 間 を 通 じ て 6%未 満 で あ る 次 の 5 項 目 「 社 会 的 に え ら く な り た い 」「 企 業 の 発 展 の た め に つ く し
た い 」「 世 の 中 に 背 を む け て も 、 自 分 な り に 生 き た い 」「 そ の 日 そ の 日 を の ん き に や っ て い き た い 」「 そ

























































































































































して QWL が捉えられていた。そしてこの QWL に関する研究が進展していく中














余 暇 等 の よ う な 家 庭 生 活 以 外 の 影 響 が 大 き い と 考 え ら れ る 。 し か し 細 見 （ 2015）
が、ワーク・ライフ・バランス研究に関して「家庭生活と比較して、個人生活 の
充実を支援する要因を探る既存研究はほとんどない」と指摘するように、若年 者

























広く取り上げられてきた QOL では、客観的な評価指標から始まり、その後主 観
的評価指標の研究が進み、現在では、QOL が高い状態とは、客観的指標と主 観的
指標を統合した状態だと認識されていた。また、労働分野において QOL に言及
した概念である QWL では、働く人々の側から労働生活を捉えなおし、人間ら し
い生活のできる仕事のあり方が問われる中で、様々な労働者を対象とした非労 働
生活をも考慮に入れたものとして QWL が捉えられていた。そしてこの QWL 研



























第 6 章 本研究の分析枠組み 
 
 
第 1 節 はじめに 
 






 組織参入者に関する離職研究では、期待適合仮説や RJP を中心にリアリティ・
ショックと離職の関係が議論された。期待適合仮説や RJP では、「新入社員が 組
織 に お い て 直 面 す る 現 実 と 、 直 面 す る と 期 待 し て い た こ と と の 不 一 致




























で の 課 題 と し て “人 間 組 織 の 現 実 を 受 け 入 れ る ”“変 化 の 抵 抗 に 対 処 ”“働 き 方 を 学







の重要性や将来への展望を持つことの意義（Major et al., 1995；道谷, 2007）、上
司や同僚などからのサポート（Louis, 1980；Major et al., 1995；道谷, 2007）、研

































11 Fisher（ 1985） は リ ア リ テ ィ ・ シ ョ ッ ク を 期 待 不 適 合 で 捉 え て お り 、 組 織 社 会 化 の 研 究
と も い え る が 、 看 護 師 を 対 象 と し た 研 究 で あ る こ と か ら 看 護 分 野 の 研 究 と 位 置 付 け た 。 尾 形



































 組織参入前 組織参入後 
RS への
効果 





















































                                   
                      
                             分析対象範囲 


































バランス施策評価、離職意思に着目し、以下 2 つの分析を行う。 









響が明らかにされている（Lee & Mitchell, 1994）。第 5 章で述べたような近年の
若年者の就業意識が様々に変化していることを踏まえ、改めて分析が必要にな っ
ている。 
 第 2 に、リアリティ・ショックによる離職意思に対して、生活満足やワーク ・
ライフ・ バ ランス施 策 評価の調 整 効果を検 証 する。Fisher（1985）において 、 期
待不適合というストレス状態が、離職に与える影響を上司や同僚等によるソー シ
















































































Hackman & Lawler（1971）から 6 項目を参照した計 11 項目の仕事
に関連することと、Minnesota Satisfaction Questionnaire から


































竹内（2003） 第 1 因子 現実的社会状況ギャップ 
会社の安定性 
給与・賞与 
能力向上の機会 等の 5 項目 
第 2 因子 職務・職場環境ギャップ 
職場の人間関係 
仕事の内容 
職場環境 等の 5 項目 
第 3 因子 労働ギャップ 
労働時間 
仕事と生活の両立 












等全 15 項目 




第 2 因子 対人関係 
同期との人間関係 
職場の同僚との人間関係 
第 3 因子 他者能力 
職場の同僚の能力 
同期の能力 























































































具体的には、MSQ 短縮版（Weiss, Dawis, England, & Lofquist, 1977）の 18 項
目と、独自に設けた 6 項目から構成される 24 項目から測定した。MSQ は、JDI
と並んで多用されている職務満足の代表的な測定項目であり、妥当性・信頼性 も
共に高い。内容も普遍的でどのような産業・業種・職種にも利用できる。リア リ













































的 に 強 固 な 結 果 が 得 ら れ る 26 項 目 の 短 縮 版 が WHOQOL-BREF で あ る 。




















































第 7 章 実証分析 
 
 
第 1 節 調査概要 
 
本研究は、質問紙調査に基づいた定量的な実証分析を実施する。本研究にお い
て使用するデータは、兵庫県経営者協会および連合兵庫のもと、2019 年 9 月から
10 月にかけて、兵庫県下の 278 社（事業所）2925 名を対象に調査を実施し、97
社 1009 名の回答を得たものである（回収率は人数ベースで 34.5％）。入社や部署
異動といったリアリティ・ショックを感じる機会が多いと思われる若年者の従 業
員を中心に企業に配布を依頼したが、一部 35 歳以上の者も回答者に含まれてい









対象者の平均年齢は 25.37 歳であった。回答者の年齢構成は、18 歳が 3 名（0.3%）、
19 歳が 30 名（3.1%）、20 歳が 46 名（4.8%）、21 歳が 34 名（3.5％）、22 歳が 64
名（6.6％）、23 歳が 109 名（11.3％）、24 歳が 110 名（11.4％）、25 歳が 114 名
（11.8％）、26 歳が 96 名（10.0％）、27 歳が 114 名（11.8％）、28 歳が 86 名
（8.9％）、29 歳が 79 名（8.2％）、30 歳が 18 名（1.9％）、31 歳が 20 名（2.1％）、
32 歳が 10 名（1.0％）、33 歳が 13 名（1.3％）、34 歳が 18 名（1.9％）であった。 
現在の会社の在職期間は、1 年未満が 169 名（17.5％）、1 年以上 2 年未満が 197
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名（20.4%）、2 年以上 3 年未満が 129 名（13.4%）、3 年以上 4 年未満が 121 名
（12.6%）、4 年以上 5 年未満が 114 名（11.8%）、5 年以上 6 年未満が 64 名（6.6%）、
6 年以上 7 年未満が 57 名（5.9%）、7 年以上 8 年未満が 48 名（5.0%）、8 年以上
9 年未満が 18 名（1.9%）、9 年以上 10 年未満 が 19 名（2.0%）、10 年以上 11 年
未満が 15 名（1.6%）、11 年以上 12 年未満が 3 名（0.3%）、12 年以上 13 年未 満
が 7 名（0.7%）、13 年以上が 2 名（0.2%）、無回答が 1 名（0.1%）であった。 
性別は、男性が 644 名（66.8％）、女性が 318 名（33.0%）、無回答が 2 名（0.2%）
であった。配偶者は、無しが 760 名（78.8％）、有りが 203 名（21.1%）、無回答
が 1 名（0.1％）であった。子供は、無しが 859 名（89.1%）、有りが 103 名（10.7％）、
無回答が 2 名（0.2%）であった。学歴は、大卒未満が 311 名（32.3%）、大卒以上
が 647 名（67.1％）、無回答が 6 名（0.6％）であった。職位は、一般職が 931 名
（96.6%）、係⻑以上が 29 名（3.0%）、無回答が 4 名（0.4%）であった。企業規
模は、従業員 300 名未満が 346 名（35.9%）、従業員 300 名以上が 587 名（60.9％）、
無回答が 31 名（3.2％）であった。業種は、製造業以外が 505 名（52.4%）、製造
業が 403 名（41.8%）、無回答が 56 名（5.8%）であった。 





度数 パーセント 度数 パーセント
男性 644 66.8 無 760 78.8
女性 318 33.0 有 203 21.1
有効合計 962 99.8 有効合計 963 99.9
欠損値 2 0.2 欠損値 1 0.1
子供 学歴
度数 パーセント 度数 パーセント
無 859 89.1 大卒未満 311 32.3
有 103 10.7 大卒以上 647 67.1
有効合計 962 99.8 有効合計 958 99.4







度数 パーセント 度数 パーセント
一般職 931 96.6 従業員300名未満 346 35.9
係⻑以上 29 3.0 従業員300名以上 587 60.9
有効合計 960 99.6 有効合計 933 96.8











度数 相対度数 度数 相対度数
18 3 0.3 1年未満 169 17.5%
19 30 3.1 1年以上2年未満 197 20.4%
20 46 4.8 2年以上3年未満 129 13.4%
21 34 3.5 3年以上4年未満 121 12.6%
22 64 6.6 4年以上5年未満 114 11.8%
23 109 11.3 5年以上6年未満 64 6.6%
24 110 11.4 6年以上7年未満 57 5.9%
25 114 11.8 7年以上8年未満 48 5.0%
26 96 10.0 8年以上9年未満 18 1.9%
27 114 11.8 9年以上10年未満 19 2.0%
28 86 8.9 10年以上11年未満 15 1.6%
29 79 8.2 11年以上12年未満 3 0.3%
30 18 1.9 12年以上13年未満 7 0.7%
31 20 2.1 13年以上 2 0.2%
32 10 1.0 欠損値 1 0.1%














アリティ・ショックは 22 項目から構成された。得られた因子パターンを図表 7−
２に示す。5 因子での説明可能な分散の総和は 58.579％であった。各因子の解釈
は以下のとおりである。 













がよくでき る人”として認められ る」「仕事 をする中で 他の人のた めに何かを して










る」の 3 点があった。仕事に関して判断や独自のやり方を試してみることがで き
るという因子であり、「仕事の自律性」と名付けた。 
これらの尺度の信頼性を示すクロンバックの α 係数を確認すると、第 1 因 子
「組織」はα＝.814、第 2 因子「仕事のきつさ」はα＝.833、第 3 因子「有能感」
はα＝.791、第 4 因子「仕事のやりがい」はα＝.747、第 5 因子「仕事の自律性」
はα＝.721 という値を示し、信頼性が確認された。 
 
図表 7－2 リアリティ・ショックの因子分析と尺度の信頼性 
  
第 1 
因 子  
第 2 
因 子  
第 3 
因 子  
第 4 
因 子  
第 5 
因 子  
「 組 織 」  
上 司 の も の ご と を 判 断 ・ 決 定 す る 能 力  
.775 -.013 -.152 .048 -.036 
職 場 環 境 （ 快 適 さ ・ 清 潔 さ な ど の 面 で ）  .565 .106 -.015 -.091 .056 
労 働 災 害 が 予 防 さ れ 、 安 全 で あ る  .564 .100 .065 -.061 -.155 
会 社 の 方 針 が 明 確 に 仕 事 に 活 か さ れ て い る （ 経
営 理 念 や ビ ジ ョ ン と の 整 合 性 が あ る ）  
.564 .001 .082 .166 -.195 
上 司 の 部 下 へ の 接 し 方  .542 .050 -.058 .025 .164 
自 分 の 良 心 に 反 し な い 仕 事 が で き る こ と  .524 .039 .073 -.075 .100 
良 い 仕 事 を し た 時 に 、 賞 賛 が 得 ら れ る  .483 -.003 .022 .245 -.026 
同 僚 と の 関 係  .459 -.075 -.021 -.008 .136 
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「 仕 事 の き つ さ 」  
仕 事 の 忙 し さ  
-.009 .846 -.053 .032 -.069 
仕 事 の 量  -.139 .793 .003 .238 -.100 
仕 事 の 体 力 的 な き つ さ  .083 .599 .004 -.077 .043 
仕 事 の 精 神 的 な き つ さ  .102 .572 .070 -.028 .111 
自 分 の 時 間 が 持 て る  .160 .536 .037 -.117 .137 
「 有 能 感 」  
上 司 や 同 僚 か ら 助 言 や サ ポ ー ト が な く て も 職 務
を 遂 行 で き る  
-.012 .043 .837 -.225 .054 
自 分 自 身 の 職 務 遂 行 能 力  -.072 .033 .756 .076 -.051 
会 社 で 「 仕 事 が よ く で き る 人 」 と し て 認 め ら れ
る  
-.036 -.027 .567 .060 .120 
仕 事 を す る 中 で 他 の 人 の た め に 何 か を し て あ げ
ら れ る  
.123 -.066 .549 .194 -.010 
「 仕 事 の や り が い 」  
仕 事 か ら 得 ら れ る 達 成 感  
.115 .011 .188 .623 -.053 
仕 事 を 通 じ て 成 ⻑ で き る  .287 -.122 -.052 .520 .172 
「 仕 事 の 自 律 性 」  
自 分 自 身 で 仕 事 上 の 判 断 が で き る 自 由 が あ る  
-.025 .052 -.054 .123 .700 
他 の 人 に 何 か を す る よ う 指 示 が で き る  .050 -.072 .203 -.051 .534 
仕 事 上 で 自 分 独 自 の や り 方 を 試 し て み る 機 会 が
あ る  
-.101 .042 .057 .313 .516 
固 有 値  7.583 1.899 1.817 1.135 1.038 
寄 与 率 （ ％ ）  32.971 8.258 7.901 4.935 4.513 


























これらの尺度の信頼性を示すクロンバックの α係数を確認すると、第 1 因子
「健康的生活感」はα＝.760、第 2 因子「私生活幸福感」はα＝.713、第 3 因子








 第 1 
因 子  
第 2 
因 子  
第 3 
因 子  
「 健 康 的 生 活 感 」  
私 は 、 自 分 の 精 神 的 な 健 康 状 態 に 満 足 し て い る  
.861 .104 -.131 
私 は 、 自 分 の 身 体 的 な 健 康 状 態 に 満 足 し て い る  .684 -.052 .117 
私 は 満 足 の で き る 睡 眠 が と れ て い る  .480 -.063 .232 
「 私 生 活 幸 福 感 」  
私 は 、 親 し い 人 （ 友 人 ・ 恋 人 ・ 家 族 等 ） と 楽 し く







私 の 現 在 の 私 生 活 は と て も 幸 せ だ  .292 .632 -.076 
「 基 本 的 生 活 満 足 感 」  







私 は 、 や り た い こ と が で き る 時 間 が あ る こ と に 満
足 し て い る  
.336 -.127 .458 
私 は 、 自 分 の 余 暇 の 過 ご し 方 に 満 足 し て い る  -.005 .350 .453 
私 は 、 自 分 の 住 ま い （ 居 住 空 間 ） に 満 足 し て い る  -.104 .216 .422 
私 は 、 自 分 の 賃 金 （ 賞 与 も 含 む ） に 満 足 し て い る  .035 -.080 .403 
固 有 値  4.067 1.091 1.019 
寄 与 率 （ ％ ）  40.665 10.914 10.187 













れば他の会社に転職したい」の 2 項目の尺度の信頼性を示すクロンバックの α
係数を確認すると、α＝.803、と高い値を示した。 
 
図表 7−4 に各次元の測定尺度と信頼性係数を一覧で示す。 
 
図表 7－4「次元と測定尺度」 
リアリテ ィ ・ショッ ク  
「組織」  
（α＝.814） 
上司のも の ごとを判 断 ・決定す る 能力  
職場環境 （ 快適さ・ 清 潔さなど の 面で）  
労働災害 が 予防され 、 安全であ る  
会社の方 針 が明確に 仕 事に活か さ れている（ 経営理念 や
ビジョン と の整合性 が ある）  
上司の部 下 への接し 方  
自分の良 心 に反しな い 仕事がで き ること  
良い仕事 を した時に 、 賞賛が得 ら れる  
同僚との 関 係 
リアリテ ィ ・ショッ ク  
「仕事の き つさ」  
（α＝.833） 
仕事の忙 し さ 
仕事の量  
仕事の体 力 的なきつ さ  
仕事の精 神 的なきつ さ  
自分の時 間 が持てる  
リアリテ ィ ・ショッ ク  
「有能感 」  
（α＝.791） 
上 司 や 同 僚 か ら 助 言 や サ ポ ー ト が な く て も 職 務 を 遂 行
できる  
自分自身 の 職務遂行 能 力 
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会社で「 仕 事がよく で きる人」 と して認め ら れる  
仕事をす る 中で他の 人 のために 何 かをして あ げられる  
リアリテ ィ ・ショッ ク  
「仕事の や りがい」  
（α＝.747） 
仕事から 得 られる達 成 感 
仕事を通 じ て成⻑で き る 
リアリテ ィ ・ショッ ク  
「仕事の 自 律性」  
（α＝.721） 
自分自身 で 仕事上の 判 断ができ る 自由があ る  
他の人に 何 かをする よ う指示が で きる  
仕事上で 自 分独自の や り方を試 し てみる機 会 がある  
生活満足  
「健康的 生 活感」  
（α＝.760） 
私は、自 分 の精神的 な 健康状態 に 満足して い る 
私は、自 分 の身体的 な 健康状態 に 満足して い る 
私は満足 の できる睡 眠 がとれて い る 
生活満足  
「私生活 幸 福感」  
（α＝.713） 
私は、親し い人（友人・恋 人・家 族等）と楽 しく過ご せ
ているこ と に満足し て いる  
私の現在 の 私生活は と ても幸せ だ  
私は、自 分 の余暇の 過 ごし方に 満 足してい る  
生活満足  
「基本的 生 活満足感 」  
（α＝.680） 
私は、自 分 の食生活 に 満足して い る 
私は、やり たいこと が できる時 間 があるこ と に満足し て
いる  
私は、自 分 の余暇の 過 ごし方に 満 足してい る  
私は、自 分 の住まい （ 居住空間 ） に満足し て いる  
私は、自 分 の賃金（ 賞 与も含む ） に満足し て いる  
ワーク・ラ イフ・バラ ン
ス施策評 価  
（α＝.844） 
私の会社 は 、私のワー ク・ライフ・バ ランス を促進さ せ
る仕組み が ある  
私の会社 は 、私のワー ク・ライフ・バ ランス を促進さ せ
る仕組み が 活用しや す い 
離職意思  
（α.＝.803） 
私は、こ の 会社にず っ と勤め続 け るつもり だ（逆転項 目） 

























1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 RS組織 2.68 0.67 1
2 RS仕事のきつさ 3.02 0.79 .528** 1
3 RS有能感 3.09 0.68 .371** .386** 1
4 RS仕事のやりがい 2.67 0.88 .617** .378** .443** 1
5 RS仕事の自律性 2.73 0.77 .507** .415** .485** .545** 1
6 健康的生活感 3.42 0.94-.433**-.549**-.385**-.381**-.350** 1
7 私生活幸福感 3.79 0.89-.281**-.273**-.281**-.291**-.235** .485** 1
8 基本的生活満足感 3.45 0.74-.431**-.450**-.285**-.369**-.303** .572** .499** 1
9 WLB施策評価 3.33 0.98-.552**-.473**-.241**-.417**-.353** .435** .312** .506** 1
10 離職意思 2.85 1.04 .491** .338** .232** .441** .300**-.341**-.315**-.339**-.439** 1
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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図表 7－6 「本研究における分析モデル」 
 
 
                               
                      











分析には、IBM 社の SPSS Statistics バージョン 25 を用いた。 
モデル 1 では統制変数のみを投入した。性別については男性を 1・女性を 0、
配偶者については有りを１・無しを 0、子供については有りを１・無しを 0、学
歴については大卒未満を 0・大卒以上を 1、職位については一般職を 0・係⻑以
上を 1、企業規模については従業員 300 名未満を 0・従業員 300 名以上を 1、業
























が 離 職 意 思 に 対 し て 有 意 な 正 の 影 響 を 与 え て い る こ と が 確 認 さ れ （ Β ＝ .141, p
＜.01）、「仮説 1−2：リアリティ・ショック（仕事のきつさ）が大きいほど、離職
意思が高まる」は支持された。リアリティ・ショック（有能感）は離職意思に 対






えていないことが確認され（Β＝-.040, n. s.）、「仮説 1−5：リアリティ・シ ョッ
ク（仕事の自律性）が大きいほど、離職意思が高まる」は棄却された。以上か ら、


























モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.751 **
性別 .137 + .089 .134 * .139 * 1.127
年齢 -.013 -.022 -.019 -.017 2.708
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.252 * 1.985
子供 -.026 .067 .087 .102 1.829
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.224
学歴 -.022 .052 .053 .057 1.558
職位 -.086 -.068 -.032 -.052 1.116
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.006 1.047
業種 .086 .066 .071 .074 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .372 ** 2.244
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .044 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.057 1.548
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .250 ** 2.001
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.057 1.797
健康的生活感 -.029 -.013 2.055
私生活幸福感 -.119 ** -.122 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.049 1.990
WLB施策評価 -.189 ** -.186 ** 1.753
RS組織×健康的生活感 -.093 * 1.054
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .348 **
△R2 .277 ** .039 ** .004 *
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.775 **
性別 .137 + .089 .134 * .133 * 1.125
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.705
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.241 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .086 1.825
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .056 1.559
職位 -.086 -.068 -.032 -.035 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.009 1.049
業種 .086 .066 .071 .072 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .383 ** 2.250
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .042 1.851
RS有能感 -.051 -.065 -.061 1.549
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .244 ** 1.994
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.054 1.796
健康的生活感 -.029 -.028 2.004
私生活幸福感 -.119 ** -.113 ** 1.679
基本的生活満足感 -.036 -.040 1.979
WLB施策評価 -.189 ** -.191 ** 1.753
RS組織×私生活幸福感 -.044 1.058
R2 .027 ** .305 ** .344 .344 **
△R2 .277 ** .039 .001
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.769 **
性別 .137 + .089 .134 * .137 * 1.129
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.706
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.246 * 1.985
子供 -.026 .067 .087 .091 1.827
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.224
学歴 -.022 .052 .053 .059 1.570
職位 -.086 -.068 -.032 -.049 1.124
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.009 1.049
業種 .086 .066 .071 .071 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .380 ** 2.243
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .044 1.854
RS有能感 -.051 -.065 -.062 1.548
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .244 ** 1.994
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.054 1.797
健康的生活感 -.029 -.028 2.006
私生活幸福感 -.119 ** -.120 ** 1.642
基本的生活満足感 -.036 -.037 1.972
WLB施策評価 -.189 ** -.188 ** 1.752
RS組織×基本的生活満足感 -.050 1.053
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .344 **
△R2 .277 ** .039 ** .001
従属変数：離職意思


















モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.727 **
性別 .137 + .089 .134 * .147 * 1.130
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.700
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.246 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .085 1.824
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.224
学歴 -.022 .052 .053 .076 1.569
職位 -.086 -.068 -.032 -.054 1.114
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.019 1.050
業種 .086 .066 .071 .065 1.035
RS組織 .496 ** .378 ** .370 ** 2.243
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .054 1.860
RS有能感 -.051 -.065 -.057 1.544
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .249 ** 1.996
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.052 1.796
健康的生活感 -.029 -.016 2.019
私生活幸福感 -.119 ** -.132 ** 1.654
基本的生活満足感 -.036 -.051 1.982
WLB施策評価 -.189 ** -.168 ** 1.796
RS組織×WLB施策評価 -.131 ** 1.076
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .353 **
△R2 .277 ** .039 ** .009 **
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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図表 7－13「RS 仕事のきつさ、健康的生活感が離職意思に与える影響」 
 
 




モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.746 **
性別 .137 + .089 .134 * .141 * 1.127
年齢 -.013 -.022 -.019 -.016 2.714
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.253 * 1.985
子供 -.026 .067 .087 .086 1.824
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.226
学歴 -.022 .052 .053 .050 1.557
職位 -.086 -.068 -.032 -.040 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.011 1.048
業種 .086 .066 .071 .079 1.036
RS組織 .496 ** .378 ** .389 ** 2.249
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .038 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.062 1.542
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .242 ** 1.995
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.048 1.798
健康的生活感 -.029 -.008 2.070
私生活幸福感 -.119 ** -.122 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.036 1.971
WLB施策評価 -.189 ** -.184 ** 1.755
RS仕事のきつさ×健康的生活感 -.094 ** 1.082
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .349 **
△R2 .277 ** .039 ** .006 **
従属変数：離職意思





























モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.782 **
性別 .137 + .089 .134 * .134 * 1.126
年齢 -.013 -.022 -.019 -.019 2.720
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.242 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .087 1.826
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.228
学歴 -.022 .052 .053 .053 1.558
職位 -.086 -.068 -.032 -.032 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.006 1.049
業種 .086 .066 .071 .071 1.035
RS組織 .496 ** .378 ** .378 ** 2.262
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .042 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.065 1.546
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .244 ** 1.995
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.053 1.796
健康的生活感 -.029 -.029 2.006
私生活幸福感 -.119 ** -.119 ** 1.670
基本的生活満足感 -.036 -.036 1.972
WLB施策評価 -.189 ** -.189 ** 1.758
RS仕事のきつさ×私生活幸福感 .000 1.058
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .344 **
△R2 .277 ** .039 ** .000
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.770 **
性別 .137 + .089 .134 * .135 * 1.126
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.707
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.247 * 1.985
子供 -.026 .067 .087 .088 1.825
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .057 1.561
職位 -.086 -.068 -.032 -.040 1.115
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.010 1.051
業種 .086 .066 .071 .072 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .386 ** 2.272
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .041 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.062 1.546
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .244 ** 1.995
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.055 1.797
健康的生活感 -.029 -.025 2.022
私生活幸福感 -.119 ** -.119 ** 1.640
基本的生活満足感 -.036 -.033 1.976
WLB施策評価 -.189 ** -.188 ** 1.752
RS仕事のきつさ×基本的生活満足感 -.045 1.063
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .344 **
△R2 .277 ** .039 ** .001
従属変数：離職意思






図表 7－17「RS 仕事のきつさ、ワーク・ライフ・バランス施策評価が 
離職意思に与える影響」 
 
図表 7－18「RS 仕事のきつさと離職意思の関係における 
ワーク・ライフ・バランス施策評価の調整効果」  
 
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.747 **
性別 .137 + .089 .134 * .144 * 1.129
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.702
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.247 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .083 1.825
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.227
学歴 -.022 .052 .053 .057 1.557
職位 -.086 -.068 -.032 -.031 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.017 1.050
業種 .086 .066 .071 .075 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .392 ** 2.251
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .038 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.050 1.554
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .248 ** 1.996
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.052 1.796
健康的生活感 -.029 -.017 2.019
私生活幸福感 -.119 ** -.116 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.048 1.980
WLB施策評価 -.189 ** -.168 ** 1.808
RS仕事のきつさ×WLB施策評価 -.097 ** 1.074
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .351 **
△R2 .277 ** .039 ** .007 **
従属変数：離職意思


























図表 7－19「RS 有能感、健康的生活感が離職意思に与える影響」 
 
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.746 **
性別 .137 + .089 .134 * .144 * 1.129
年齢 -.013 -.022 -.019 -.017 2.704
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.243 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .085 1.824
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.226
学歴 -.022 .052 .053 .061 1.559
職位 -.086 -.068 -.032 -.034 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.009 1.047
業種 .086 .066 .071 .073 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .397 ** 2.262
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .037 1.853
RS有能感 -.051 -.065 -.072 1.545
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .234 ** 2.004
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.044 1.802
健康的生活感 -.029 -.015 2.027
私生活幸福感 -.119 ** -.119 ** 1.640
基本的生活満足感 -.036 -.042 1.974
WLB施策評価 -.189 ** -.190 ** 1.751
RS有能感×健康的生活感 -.116 ** 1.046
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .350 **
△R2 .277 ** .039 ** .007 **
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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図表 7－21「RS 有能感、私生活幸福感が離職意思に与える影響」 
 
 






モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.751 **
性別 .137 + .089 .134 * .140 * 1.127
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.703
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.233 * 1.984
子供 -.026 .067 .087 .073 1.827
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 -.001 2.227
学歴 -.022 .052 .053 .062 1.560
職位 -.086 -.068 -.032 -.026 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.007 1.047
業種 .086 .066 .071 .074 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .402 ** 2.279
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .045 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.070 1.543
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .237 ** 2.000
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.050 1.796
健康的生活感 -.029 -.029 2.004
私生活幸福感 -.119 ** -.099 * 1.688
基本的生活満足感 -.036 -.041 1.973
WLB施策評価 -.189 ** -.184 ** 1.755
RS有能感×私生活幸福感 -.122 ** 1.076
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .350 **
△R2 .277 ** .039 ** .006 **
従属変数：離職意思

























バランス施策評価の調整効果についてプロット図にしたものが図表 7−25 である 。
下位検定として、単純傾斜の検定を行った結果、ワーク・ライフ・バランス施 策
評価が高い場合（＋SD）には、リアリティ・ショック（有能感）が離職意思に有
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.772 **
性別 .137 + .089 .134 * .138 * 1.128
年齢 -.013 -.022 -.019 -.017 2.714
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.247 * 1.984
子供 -.026 .067 .087 .088 1.825
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .054 1.557
職位 -.086 -.068 -.032 -.037 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.008 1.047
業種 .086 .066 .071 .073 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .390 ** 2.277
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .043 1.851
RS有能感 -.051 -.065 -.066 1.542
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .240 ** 2.002
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.052 1.796
健康的生活感 -.029 -.027 2.005
私生活幸福感 -.119 ** -.118 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.034 1.974
WLB施策評価 -.189 ** -.188 ** 1.752
RS有能感×基本的生活満足感 -.070 1.039
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .345 **
△R2 .277 ** .039 ** .002
従属変数：離職意思


















モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.765 **
性別 .137 + .089 .134 * .145 * 1.134
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.704
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.244 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .088 1.825
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.226
学歴 -.022 .052 .053 .059 1.559
職位 -.086 -.068 -.032 -.025 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.014 1.051
業種 .086 .066 .071 .076 1.035
RS組織 .496 ** .378 ** .387 ** 2.251
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .048 1.859
RS有能感 -.051 -.065 -.060 1.545
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .241 ** 1.996
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.055 1.796
健康的生活感 -.029 -.027 2.005
私生活幸福感 -.119 ** -.117 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.040 1.973
WLB施策評価 -.189 ** -.183 ** 1.765
RS有能感×WLB施策評価 -.076 * 1.045
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .347 **
△R2 .277 ** .039 ** .003 *
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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図表 7－26「RS 仕事のやりがい、健康的生活感が離職意思に与える影響」 
 
 






モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.745 **
性別 .137 + .089 .134 * .145 * 1.129
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.701
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.238 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .085 1.824
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 -.001 2.228
学歴 -.022 .052 .053 .062 1.559
職位 -.086 -.068 -.032 -.052 1.114
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.014 1.048
業種 .086 .066 .071 .071 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .401 ** 2.267
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .040 1.851
RS有能感 -.051 -.065 -.064 1.541
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .234 ** 2.003
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.061 1.800
健康的生活感 -.029 -.013 2.029
私生活幸福感 -.119 ** -.122 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.044 1.975
WLB施策評価 -.189 ** -.192 ** 1.751
RS仕事のやりがい×健康的生活感 -.102 ** 1.043
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .352 **
△R2 .277 ** .039 ** .008 **
従属変数：離職意思
























図表 7－28「RS 仕事のやりがい、私生活幸福感が離職意思に与える影響」 
 
 
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.768 **
性別 .137 + .089 .134 * .137 * 1.127
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.703
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.237 * 1.984
子供 -.026 .067 .087 .081 1.826
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .057 1.559
職位 -.086 -.068 -.032 -.040 1.114
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.012 1.050
業種 .086 .066 .071 .074 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .387 ** 2.256
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .042 1.851
RS有能感 -.051 -.065 -.066 1.542
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .239 ** 2.003
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.049 1.799
健康的生活感 -.029 -.031 2.005
私生活幸福感 -.119 ** -.107 * 1.690
基本的生活満足感 -.036 -.040 1.975
WLB施策評価 -.189 ** -.190 ** 1.751
RS仕事のやりがい×私生活幸福感 -.055 + 1.065
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .346 **
△R2 .277 ** .039 ** .002 +
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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図表 7－30「RS 仕事のやりがい、基本的生活満足感が離職意思に与える影響」 
 
 






モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.760 **
性別 .137 + .089 .134 * .141 * 1.129
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.703
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.247 * 1.983
子供 -.026 .067 .087 .088 1.825
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.224
学歴 -.022 .052 .053 .058 1.558
職位 -.086 -.068 -.032 -.068 1.124
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.011 1.048
業種 .086 .066 .071 .075 1.035
RS組織 .496 ** .378 ** .391 ** 2.260
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .045 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.064 1.541
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .235 ** 2.009
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.057 1.797
健康的生活感 -.029 -.027 2.004
私生活幸福感 -.119 ** -.120 ** 1.640
基本的生活満足感 -.036 -.032 1.974
WLB施策評価 -.189 ** -.191 ** 1.752
RS仕事のやりがい×基本的生活満足感 -.082 * 1.040
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .347 **
△R2 .277 ** .039 ** .003 *
従属変数：離職意思




















































モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.752 **
性別 .137 + .089 .134 * .149 * 1.134
年齢 -.013 -.022 -.019 -.018 2.703
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.239 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .076 1.826
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .065 1.562
職位 -.086 -.068 -.032 -.033 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.026 1.061
業種 .086 .066 .071 .074 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .391 ** 2.253
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .048 1.855
RS有能感 -.051 -.065 -.062 1.542
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .228 ** 2.026
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.050 1.796
健康的生活感 -.029 -.027 2.004
私生活幸福感 -.119 ** -.122 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.047 1.981
WLB施策評価 -.189 ** -.177 ** 1.775
RS仕事のやりがい×WLB施策評価 -.080 ** 1.069
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .349 **
△R2 .277 ** .039 ** .006 **
従属変数：離職意思

























図表 7－34「RS 仕事の自律性、健康的生活感が離職意思に与える影響」  
 
 
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.758 **
性別 .137 + .089 .134 * .146 * 1.134
年齢 -.013 -.022 -.019 -.017 2.706
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.242 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .087 1.824
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .051 1.557
職位 -.086 -.068 -.032 -.049 1.115
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.006 1.047
業種 .086 .066 .071 .077 1.036
RS組織 .496 ** .378 ** .380 ** 2.241
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .042 1.851
RS有能感 -.051 -.065 -.056 1.551
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .239 ** 2.000
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.058 1.799
健康的生活感 -.029 -.021 2.020
私生活幸福感 -.119 ** -.120 ** 1.640
基本的生活満足感 -.036 -.041 1.974
WLB施策評価 -.189 ** -.192 ** 1.753
RS仕事の自律性×健康的生活感 -.075 * 1.032
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .347 **
△R2 .277 ** .039 ** .004 *
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.787 **
性別 .137 + .089 .134 * .132 * 1.127
年齢 -.013 -.022 -.019 -.019 2.708
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.243 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .089 1.826
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.228
学歴 -.022 .052 .053 .052 1.557
職位 -.086 -.068 -.032 -.028 1.114
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.005 1.047
業種 .086 .066 .071 .070 1.036
RS組織 .496 ** .378 ** .376 ** 2.248
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .043 1.851
RS有能感 -.051 -.065 -.065 1.542
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .243 ** 1.996
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.053 1.796
健康的生活感 -.029 -.028 2.005
私生活幸福感 -.119 ** -.124 ** 1.684
基本的生活満足感 -.036 -.036 1.972
WLB施策評価 -.189 ** -.190 ** 1.753
RS仕事の自律性×私生活幸福感 .024 1.052
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .344 **
△R2 .277 ** .039 ** .000
従属変数：離職意思
** p < .01, * p < .05, + p < .10
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.778 **
性別 .137 + .089 .134 * .135 * 1.129
年齢 -.013 -.022 -.019 -.019 2.700
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.243 * 1.982
子供 -.026 .067 .087 .088 1.826
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .054 1.560
職位 -.086 -.068 -.032 -.040 1.128
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.007 1.047
業種 .086 .066 .071 .071 1.034
RS組織 .496 ** .378 ** .380 ** 2.255
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .042 1.852
RS有能感 -.051 -.065 -.064 1.543
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .243 ** 2.000
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.054 1.798
健康的生活感 -.029 -.029 2.004
私生活幸福感 -.119 ** -.119 ** 1.641
基本的生活満足感 -.036 -.036 1.972
WLB施策評価 -.189 ** -.189 ** 1.751
RS仕事の自律性×基本的生活満足感 -.017 1.031
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .344 **









図表 7－39「RS 仕事の自律性が離職意思に及ぼす影響に対する 
ワーク・ライフ・バランス施策評価の調整効果」 
 
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 VIF
B Β B B
切片 2.896 ** 2.847 ** 2.782 ** 2.759 **
性別 .137 + .089 .134 * .139 * 1.127
年齢 -.013 -.022 -.019 -.020 2.701
配偶者 -.331 ** -.321 ** -.242 * -.235 * 1.984
子供 -.026 .067 .087 .086 1.824
現在の会社の在職年月 .003 * .000 .000 .000 2.225
学歴 -.022 .052 .053 .058 1.558
職位 -.086 -.068 -.032 -.034 1.113
企業規模 -.067 -.050 -.006 -.015 1.051
業種 .086 .066 .071 .079 1.037
RS組織 .496 ** .378 ** .385 ** 2.246
RS仕事のきつさ .141 ** .042 .046 1.854
RS有能感 -.051 -.065 -.061 1.543
RS仕事のやりがい .289 ** .244 ** .246 ** 1.995
RS仕事の自律性 -.040 -.053 -.064 1.815
健康的生活感 -.029 -.030 2.004
私生活幸福感 -.119 ** -.118 ** 1.640
基本的生活満足感 -.036 -.038 1.972
WLB施策評価 -.189 ** -.183 ** 1.761
RS仕事の自律性×WLB施策評価 -.073 * 1.030
R2 .027 ** .305 ** .344 ** .347 **
△R2 .277 ** .039 ** .004 *
従属変数：離職意思












 このように、仮説 2 と仮説 2−1a から仮説 2−5d からなる 20 のサブ仮説 につ
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リティ・ショックが離職意思を高めており、仮説 1−1、仮説 1−2、仮説 1−4 は
支持された。一方、「有能感」と「仕事の自律性」が離職意思に及ぼす影響に関し
ては、「有能感」が（Β＝-.051, n. s.）、「仕事の自律性」が（Β＝-.040, n. s.）で












































































































金」等が挙げられていた。さらに、入社 3 年以内の早期離職では、採用時に提 示
された条件と実際の職場環境が異なっていることも要因の一つとして挙げられ て
いた。次に、リアリティ・ショック研究を定義や研究分野の観点から 3 つに分類


















& Steers, 1973）」 
Weitz（1956） 























































に、現実的な職務情報を伝えようとする RJP の研究が始まった。RJP の効果とし
ては、（1）入社後の幻滅感を緩和する｢ワクチン効果｣、（2）自ら RJP によって組











ぼ す 影 響 に つ い て 疑 問 が 呈 せ ら れ 、 期 待 の 水 準 が 問 題 視 さ れ （ Irving ＆  Meyer 
1994）、離職率を下げるためには、期待を充足させることよりも、肯定的な仕事の

















陥 っ た 段 階 で の 課 題 と し て “人 間 組 織 の 現 実 を 受 け 入 れ る ”“変 化 の 抵 抗 に 対 処 ”















の重要性や将来への展望を持つことの意義（Major et al., 1995；道谷, 2007）、上































































た、労働分野において QOL に言及した概念である QWL では、働く人々の側か
ら労働生活を捉えなおし、人間らしい生活のできる仕事のあり方が問われる中で、
様々な労働者を対象とした非労働生活をも考慮に入れたものとして QWL が捉え

















研究の知見を参考にし、多角的に生活の満足を検討することが重要だと指摘した。   
さらに、近年の若年者の就業意識を確認し、私生活を重視する傾向が顕著な こ
















































 組織参入前 組織参入後 
RS への
効果 







































仮説 1 に対する 5 つのサブ仮説、仮説 2 に対する 20 のサブ仮説を設定した。尺
度は、リアリティ・ショックに関しては、組織、仕事のきつさ、有能感、仕事 の
























は、「有能感」が（Β＝-.051, n. s.）、「仕事の自律性」が（Β＝-.040, n. s.）であ
り、有意な影響を及ぼしていなかった。 
生活満足やワーク・ライフ・バランス施策評価が、リアリティ・ショックに よ
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